
 

 

 

 

 

Ⅰ 2023 年度の事業環境 

 

  新型コロナウイルス感染症問題は収束しつつありますが、国際情勢の不安定化は増しています。

原油、天然ガスの上昇から資材、原料高騰、人件費上昇による物価高上昇は円安の影響（2021

年 11 月 114 円/＄⇒2023 年 3 月 133 円/＄）もあり 2023 年度も物価は更に上昇します。

事業運営コストはこれまで経験したことのない勢いで上昇しており、コスト増に見合う事業伸長

想定が難しい中で如何にして乗り越えることができるかが問われる年度となります。 

  コロナ問題発生以降も少子高齢化、人口減少、所得格差は進行しており、組合員のくらしは

2022 年度以上に厳しく、くらしぶりの変化も急速に進むものと思われます。 

    

１． 世界的な消費拡大によって食料原料事情が一変し、燃料等の価格上昇も伴って過去にない

ほどモノの値段が上昇していることに加え、深刻な原料不足によって国際的な流通状況が変

わっています。日本経済の相対的力量（円安など）の低下により、物価上昇は今後も続く見

通しです。 

２．ロシアによるウクライナ侵攻、台湾問題、北朝鮮による核開発など、平和な生活を奪う問題

が長期化しており、日本は国際的な問題解決の主体的な役割を果たすために、核兵器開発禁

止条約の承認など平和な社会づくりに向けた市民レベルでの活動も一層重要な状況となって

います。 

３．物価上昇により実質賃金上昇率はマイナス１％水準で可処分所得が減少しており、家計の厳

しさは一層増しています。 

４．コロナ禍以降、国際的に持続可能な経済活動が定着、推進されている一方で（資源保護、経

済格差解消、環境負荷低減）、ウクライナ侵攻による燃料問題から原子力発電や火力発電の廃

止の見直し議論や、英国の EU 離脱による国際的な枠組みの乱れによって後退も懸念されて

います。 

５．管内人口、世帯動態はコロナ以降も変わらず減少しており、出生率の減少が進み将来予想し

ていた人口減少推移が早まる恐れが出ています。テレワークなど、遠隔地での働き方改革が

進み、都市部集中型からの見直し機運もでていますが、局面を変えるまでの規模とはなって

いません。 

６．コロナ禍で急速に伸長した宅配業態は、リアル店舗の活用、Amazon の全国拡大（広島市

に物流センター建設）、楽天と西友の協業、Wolf の買い物代行やダークストアなどが新興し

ています。ポストコロナでは淘汰に向けた競争が一層激しくなってくると予測されます。 

７．中国、四国の SM 状況としては、4 月以降悪化が続き、感染が再拡大した７月以降には一

旦大幅な改善をみせたが、その後は低迷、10 月に再び改善するなど不安定な推移となって

います。 

８．あらゆる業態でデジタル活用が進み、キャッシュレス決済率は 32.5％まで向上しており、   

幅広い年代層で利用できるまでになってきています。 

９．労働年齢者数の減少、深刻な人手不足、専門性が必要な人材育成の遅れなど（2024 年物流

問題、2025 年の崖問題等）、従来の事業運営を維持、開発への影響が予測されます。 
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ⅡⅡ  22002233 年年度度  基基調調とと基基本本方方針針  

  

【【第第 77 次次中中期期計計画画骨骨子子】】  

第 6 次中期計画（2020～2022）では、コロナ問題によって宅配事業が大幅伸長しましたが、

その中で DX の遅れや運営問題（BCP、物流、システムなど）も浮き彫りとなりました。また、

管内の人口減少や地域で抱える問題は進行しており、新たな第 7次中期計画（2023～2025）

では、第 6次中期計画で推進してきた DX、宅配リノベーション課題の継続や多様な世代、暮ら

しに対応した商品事業への改革など、今ある課題から次世代に適合した取り組みを創出する生協

であり続けるため、「社会の構造変化に向き合い『会員生協と共に新たな価値を創造する』」をコ

ンセプトに、事業を支える連帯運営のあり方、運営の改善に取り組みます。 

  

【【基基調調】】  

コロナ禍による様々な規制、抑制が続いた 2年間からポストコロナ社会へ移行する中で、国際

情勢、社会、くらしの変化スピードが速く、変化に即応できる事業構築と運営が求められます。

若年層組合員の増加も踏まえ各世代に則した MD の再構築や DX 化によるサービスの向上と事

業運営改善、SDGｓの実現に向けた取り組みを進めます。 

  

【【基基本本方方針針】】  

１．ポストコロナ社会への移行期の組合員のくらし（利用、声、多世代）、社会変化に対応した

事業改革と運営によってくらしに役立つ商品事業を推進します。 

２．会員生協との戦略論議を大切にし、商品、物流、情報システム、と会員生協運営と連携した

宅配リノベーションに継続して取り組みます。 

３．商品事業連帯の強化と共同化を推進し、会員生協の事業・経営に貢献します。 

４．次世代を担う人材育成と人材不足問題には業務運営の見直しも行いながら対応します。 

５．SDGｓの実現、社会的問題解決に会員生協と共に取り組みます。 

６．感染症、自然災害、商品事故問題に速やかに対応できる BCP 構築と絶えず更新を行います。 

７．健全な経営基盤とガバナンスをつくります。 

 

ⅢⅢ  22002233 年年度度  最最重重点点課課題題  

 １１．．ポポスストトココロロナナにに適適応応ししたた運運営営改改善善、、強強化化（（連連帯帯のの強強みみ、、メメリリッットト））  

  コロナ禍の影響で会員生協（宅配現場）、取引先（現地、生産、営業）、組合員同士（学習、交

流）の密な関係が減少しました。この 3者の関係は生協の強みであり、ポストコロナに適合した

関係の再構築、強化をはかります。 

（1） コープ CSネット内部運営改革 

①宅配現場（組合員接点）を起点とした内部運営・・起案や意見の受け止めは立場を超えて 

②デジタル活用した業務改善・・RPA（Robotic Process Automation）、運営改善、分析 

③内部情報共有、人材開発（内部研修制度の確立） 
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  新型コロナウイルス感染症問題は収束しつつありますが、国際情勢の不安定化は増しています。
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２．ロシアによるウクライナ侵攻、台湾問題、北朝鮮による核開発など、平和な生活を奪う問題

が長期化しており、日本は国際的な問題解決の主体的な役割を果たすために、核兵器開発禁

止条約の承認など平和な社会づくりに向けた市民レベルでの活動も一層重要な状況となって
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３．物価上昇により実質賃金上昇率はマイナス１％水準で可処分所得が減少しており、家計の厳

しさは一層増しています。 

４．コロナ禍以降、国際的に持続可能な経済活動が定着、推進されている一方で（資源保護、経

済格差解消、環境負荷低減）、ウクライナ侵攻による燃料問題から原子力発電や火力発電の廃

止の見直し議論や、英国の EU 離脱による国際的な枠組みの乱れによって後退も懸念されて

います。 

５．管内人口、世帯動態はコロナ以降も変わらず減少しており、出生率の減少が進み将来予想し

ていた人口減少推移が早まる恐れが出ています。テレワークなど、遠隔地での働き方改革が

進み、都市部集中型からの見直し機運もでていますが、局面を変えるまでの規模とはなって

いません。 

６．コロナ禍で急速に伸長した宅配業態は、リアル店舗の活用、Amazon の全国拡大（広島市

に物流センター建設）、楽天と西友の協業、Wolf の買い物代行やダークストアなどが新興し

ています。ポストコロナでは淘汰に向けた競争が一層激しくなってくると予測されます。 

７．中国、四国の SM 状況としては、4 月以降悪化が続き、感染が再拡大した７月以降には一

旦大幅な改善をみせたが、その後は低迷、10 月に再び改善するなど不安定な推移となって

います。 

８．あらゆる業態でデジタル活用が進み、キャッシュレス決済率は 32.5％まで向上しており、   

幅広い年代層で利用できるまでになってきています。 

９．労働年齢者数の減少、深刻な人手不足、専門性が必要な人材育成の遅れなど（2024 年物流

問題、2025 年の崖問題等）、従来の事業運営を維持、開発への影響が予測されます。 
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（2）会員生協間の共同化による改善、メリット創出・・一体感のある運営 

①職員学習、交流の再構築（商品学習＋運営交流）・・・オンライン活用、新人職員学習、 

現場交流等 

②コミュニケーション強化・・・組合員からの声の循    

環、現場研修、取り組み協議 

（3）商品活動 

①組合員商品学習、交流が多様な場で気軽に行える場  

づくり（会員生協と共同して検討） 

②学習や交流が利用につながるための3者（会員生協・コープCSネット・取引先）連携強化 

 

 ２．宅配リノベーション・・厳しい情勢下で事業を発展させるために 

 （1）商品事業の収益力の向上 

   ①単品強化（主力商品見直し、全体連携プロモーショ 

ン《企画、学習、営業、声》、価格政策） 

   ②MD 再編・・くらしの変化に対応した体系と媒体配 

置（2024 年度～） 

   ③媒体コスト増対策（短期的対策《年度当初》から継続

可能な対応へ）・・・媒体整理とネット活用拡大等の施策検討 

 （2）宅配運営機能強化 

   ①統一化メリットの出せる運営提案 

   ②現場運営支援（マネジメント）強化 

 （3）人材開発 

   ①会員生協間・コープ CS ネット・全国生協の先進取り組み交流や運営情報の共有場つくり 

   ②会員生協＋コープ CS ネット人材開発計画づくり 

 

Ⅳ 2023 年度 重点課題 

１．ポストコロナ社会への移行期対応と、社会変化に対応した事業改革 

（1）コープ商品は競争力のある（価格、品質、使用価値）開発と企画によって普及拡大します。 

（2）各世代、利用に対応した商品事業を推進します。 

 

【競争力を高めるために】 

（1）コープ商品の普及 

  ①ストロングアイテムの拡大、価格対応できる商品開発と契約見直し 

  ②単品普及・・企画プロモーションと営業活動との連携強化 

 

 

 

9 生協合同での重点商品学習交流会 

商品活動交流会の様子 

商品活動交流会の様子

9生協合同での重点商品学習交流会
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【世代、利用者対応】 

（1）良品計画、ＤＯＳＡＴＴＯ（ドサット）等の新たなカテゴリー企画 

（2）CRM（媒体選択配布、デジタル活用による個人対応の強化） 

 

【地域対応（産直、地域産品、地域諸団体）】 

（1）地域性のある商品企画、開発 

（2）産直品の取り扱い（県別⇒エリア、原料使用商品開発等）拡大、活用 

 

２．会員生協との戦略論議を大切にした宅配リノベーションの取り組み 

（1）全体物流最適化 

   ①東部冷蔵物流統合の詳細検討と稼働提案を行います。 

   ②現場までの全体物流はサービスレベルの向上とコスト削減に取り組みます。 

   ③四国地区物流の運用検討を行い、年度内に起案します。 

 （2）DX 推進（日本生協連が進める DX は状況を見極めながら） 

   ①会員生協連携から一体的な運用開発が行えるように PJ 運営含めて必要

な見直しを行います。 

   ②コープアプリで媒体がなくても利用伸長につながる改善を行います。イ

メージとしては、現行の媒体運用をアプリに置き換える方法から、EC

として独立させた運用への切り替えについて 2024 年度スタートを目

標に課題化します。 

 （3）組合員サービスセンター複数拠点運用と委託先のツールを活用し

全体運用コストの低減とサービスレベル向上を目指します。 

（4）会員生協運営、活動上の課題について情報共有を行って課題達成に連携して取り組みます。 

 

 ３．店舗事業 

（1）運営、システムなどについて、連帯メリットの出せる課題を整理します。 

（2）コープアプリの店舗機能の拡充、利用拡大を行います。 

 

４．システム関係 

（1）基幹システムへの機能集中から分散型へ移行を進めます。 

  ①情報システム部門集中処理型から分散型への移行を進め、RPA などを活用して開発期間の

短縮、実務で柔軟な運営が行えるように業務改善します。 

（2）食品に家庭用品部門を加えた新ピース（商品企画システム）を 2024 年度から遅滞なくス

タートできるように開発を進めます。 

 

５．事業連帯の強化と事業運営共同化を推進 

（1）四国地区との代表者会議等、協議交流を拡大して相互メリットを追求します。 

（2）他事業連合との共同事業の可能性について協議を開始します。 

  ①コープ九州と商品、物流機能について協議会を設置して検討を開始します。 

（3）品質管理 

  ①検査体制の再構築・・全国連帯 

  ②餃子事件等の過去の教訓を再認識する場の設定と商品クライシス対応（予兆、発生時、発

生後）の見直しを続けます。 

  ③新たな食品に関する品質保証を安全政策に反映するとともに、組合員とのリスクコミュニ

良品計画 
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Ⅳ 2023 年度 重点課題 

１．ポストコロナ社会への移行期対応と、社会変化に対応した事業改革 
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ケーションを強めます。 

（4）商品活動関係のコープ CS ネット内の部署整理と会議体の見直しを行い、事業と活動との

連携を強めます。 

（5）会員生協運営部と課題を共有し、現場や運営視点を大切にしたコープ CS ネット運営を目

指します。同時に、現場研修や会議運営の見直しなど、会員生協とのコミュニケーションを

強化します。 

 

６．人材育成 

（1）会員生協間での交流など、能力開発の取り組みを進め

ます。  

（2）リスキリングによって既存の人材を活用します。 

（3）日本生協連、関係団体との人事交流、人材活用を積極

的に推進します。 

 

７．SDGｓの実現、社会的問題解決に会員生協と共に取り組みます。 

（1）エシカル消費につながるサスティナブル商品、産直商品

の普及プロモーションを強化します。 

（2）会員生協商品活動や広報活動の支援と提案を行います。 

（3）平和の折り鶴昇華再生事業の商品化アイテム拡大と平和

活動にも積極的に参加します。 

（4）「もずく基金」は 2023 年度リアル交流再開と陸域活動

支援を開始します。 

 

８．BCP 対応 

（1）従来課題の継続と情報システム部門のサイバーセキュリティ対策について外部コンサルタ

ントの活用も行って見直し、強化を図ります。 

（2）災害時に事業継続に必要な要件を洗い出し、課題を共有して改善を進めます。 

（OCR 装置など） 

 

９．健全な経営基盤とガバナンス 

（1）収支管理と法対応 

  ①インボイス制度へ遅滞なく適切に移行させます。 

  ②全体物流最適化後の分担金、費用の見直し提案を行います。 

  ③各種法令や省令などの改正への対応を行います。 

（2）ガバナンス 

  ①機関運営においては、各機関の役割と責任を明確にし、業務プロセスの適正化を図ります。 

 

 

以上 

 

なお、本議案について、本旨に反しない範囲での字句の修正を理事会に一任願います。 

会員生協との合同新人研修の様子 

「もずく基金」陸域活動 蜜源木の植樹 

「もずく基金」陸域活動　蜜源木の植樹

会員生協との合同新人研修の様子
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